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廃棄物等の越境移動等の適正化に関する報告書骨子（案） 
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（２）国内で適正処理されるべき循環資源の海外流出  

（３）国際法規に基づくシップバック等の措置の的確かつ迅速な実施に対する課題 

（４）環境負荷低減及び資源有効利用に資する越境移動の円滑化に関する課題  
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に基づく措置の的確かつ迅速な実施について 
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Ⅴ－３．その他の論点 
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Ⅰ 廃棄物等の越境移動に関する制度の概要 

 

Ⅰ－１．基本的枠組 

・ 廃棄物等の越境移動に関する国際的枠組は、有害廃棄物の国境を越える移動及びその処

分の規制に関するバーゼル条約（以下「バーゼル条約」という。）によって規定。 

・ 我が国は、バーゼル条約締約国としてバーゼル条約の規制を受けるほか、OECD 加盟国の

間でのリサイクル目的の廃棄物等の越境移動等に関しては、バーゼル条約にのっとった

OECD 理事会決定（以下「OECD 決定」という。）の規制を受ける。 

・ バーゼル条約及び OECD 決定を担保するため、我が国は、平成 4 年に特定有害廃棄物等の

輸出入等の規制に関する法律（以下「バーゼル法」という。）を制定するとともに、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）を改正し、廃棄物等の

輸出入規制に関する法制度を整備。 

・ 廃棄物処理法とバーゼル法は、その目的、規制対象となる物と行為の範囲、輸出入に係

る許可等及びそのための審査の基準、不法輸出入が行われた場合の命令及び罰則の在り

方等が相違。 

 

Ⅰ－２．廃棄物処理法及びバーゼル法における各制度の概要 

〇 法の目的 

廃棄物処理法とバーゼル法の目的は次のとおり。 

【廃棄物処理法】 

（目的） 

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運

搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（国内の処理等の原則）  

第二条の二  国内において生じた廃棄物は、なるべく国内において適正に処理されなけれ

ばならない。  

２  国外において生じた廃棄物は、その輸入により国内における廃棄物の適正な処理に支

障が生じないよう、その輸入が抑制されなければならない。 

 

【バーゼル法】 

（目的） 

第一条 この法律は、有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼ

ル条約（以下「条約」という。）等の的確かつ円滑な実施を確保するため、特定有害廃棄

物等の輸出、輸入、運搬及び処分の規制に関する措置を講じ、もって人の健康の保護及

び生活環境の保全に資することを目的とする。 
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◯ 規制対象 

・ 廃棄物処理法は、価値（有価性）等に基づいて該当性が総合的に判断される「廃棄物」

の国内での取扱い及び輸出入を規制。 

・ 一方、バーゼル条約は、価値（有価性）のいかんにかかわらず、有害特性を有する物の

うち、リサイクル目的の物と焼却、埋立て等の処分目的の物とを規制対象としている。

リユース目的の物は規制対象外。バーゼル法は、価値（有価性）のいかんにかかわらず、

バーゼル条約の対象となる物を特定有害廃棄物等と定義し、その輸出入・運搬・リサイ

クル・処分を規制。ただし、輸出入の前段階は規制しない。 

 

図１．バーゼル法と廃棄物処理法の規制対象の関係 

 

※以下、有害性を有する物を「有害」、有さない物を「非有害」と略記するとともに、価値を有する物を「有

価」、有さない物を「無価」と表現することとする。 

 

・ 図１からも明らかなように、まず有害で有価な物、すなわち鉛蓄電池、廃基板等は、バ

ーゼル法の規制対象となる一方、廃棄物処理法の規制対象とはならない。 

・ また、有害で無価な物、すなわち石炭灰、廃蛍光灯等は、バーゼル法及び廃棄物処理法

の両法の規制を受ける。ただし、石炭灰については、OECD 決定に基づき、OECD 加盟国間

での取引においてはバーゼル法に基づく規制の対象から外されている。 

・ 次に、無害で無価な物、例えば紙くずは、バーゼル法の規制対象とはならない一方、廃

棄物処理法の規制対象となる。 

・ 最後に、無害で有価な物、例えば鉄スクラップは、バーゼル法の規制対象でなく、廃棄

物処理法の規制対象でもない。 
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◯ 輸出入に必要な承認等及び審査の基準 

・ 外国為替及び外国貿易法（以下「外為法」という。）及びその下位法令に基づき、廃棄物

処理法上の廃棄物又はバーゼル法上の特定有害廃棄物等の輸出入をしようとする者は、

経済産業大臣に申請し、輸出承認又は輸入承認を受けなければならない（図２参照）。 

・ 廃棄物については、外為法に基づく輸出入承認申請の前に、廃棄物処理法に基づく環境

大臣の輸出確認又は輸入許可を受けなければならない。審査の基準は、廃棄物処理法に

基づき、具体的には省令（施行規則）及び通知で定められている。 

・ 特定有害廃棄物等については、外為法に基づく申請を受け、環境汚染防止の観点から、

OECD 非加盟国向け輸出では環境大臣が確認し経済産業大臣に通知、輸入では環境大臣

が必要に応じて経済産業大臣に意見。実務上、図２のとおり、環境省において環境汚染

防止の観点で申請内容の予備的確認を行った上で、外為法の承認プロセスが行われる。 

・ 審査の基準は、外為法に基づき、具体的には通知で定められているが、承認要件は輸出

入の相手国や目的により異なる（表１参照）。なお、バーゼル法の輸出入承認は、バーゼ

ル条約に基づき、環境大臣による相手国との事前調整が行われていることが要件。 

・ また、関税法では、輸出入申告に当たり、他法令の許可、承認等を受けていることを税

関に証明しなければならないこととなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．廃棄物処理法及びバーゼル法に基づく手続フロー（外為法等との関係） 
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表１．廃棄物処理法及びバーゼル法における環境保全に係る輸出入承認等に係る要件 

 

 

 

◯ 命令及び罰則 

・ バーゼル条約では、条約に定められた相手国への事前通告等の必要な手続が行われなか

った場合、不法取引とみなされる。また、条約違反の行為の防止と処罰するための法的

措置を締約国に求めている。 

・ 廃棄物処理法及びバーゼル法（一部は外為法）は、こうした条約の規定を踏まえ、命令・

罰則について次のとおり規定。なお、廃棄物処理法では、我が国から中国向けの廃プラ

スチックの不適正輸出が問題となったことを契機に、平成 17 年の法改正で未遂罪・予備

罪が創設されている。 

 

表２．廃棄物等の不法輸出入に係る命令・罰則関係規定の概要 
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Ⅱ 廃棄物等の越境移動の現状と近年生じている主な問題 

 

Ⅱ－１．廃棄物等の越境移動の現状 

○ バーゼル法に基づく輸出入 

・ 輸出入ともに近年増加傾向（図３）。 

・ 輸出については、平成 26年には年間約 18 万トンが移動。このうち約 12万トン（約７割）

は、韓国の製錬所での鉛のリサイクルを目的とした使用済鉛蓄電池。また、約６万トン

は香港向けの石炭灰。（※石炭灰は OECD 決定に基づき、OECD 加盟国間では輸出入手続不

要とされており、バーゼル法に基づく手続の対象外。） 

・ 輸入については、平成 26年には年間約３万トンが移動。アジア諸国で発生した廃基板等

の電子部品スクラップが大半。国内の銅製錬所等で、銅や金などの貴金属として回収。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．特定有害廃棄物等の輸出入実績（平成 26年）と経年推移 

 

○ 廃棄物処理法に基づく輸出入 

・ 輸出入ともに近年増加傾向（図４）。 

・ 輸出については、石炭灰のみであり、平成 26 年には年間約 160 万トンが移動。このうち

約 150 万トン韓国向け（他は香港向け）。石炭灰は、現地のセメント工場で天然資源であ

る粘土を代替する循環資源として再生利用。 

・ 輸入については、平成 26年度は５件。これらは主に、海外の日系企業において発生した

廃乾電池等の現地での処理困難物を、排出者である日系企業が環境配慮の観点から我が

国に輸入して処理するもの。 
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図４．廃棄物の輸出入実績（平成 26 年）及び経年推移 

 

○ バーゼル条約上の不法取引の状況 

・ 我が国から輸出された使用済電気電子機器等の貨物がバーゼル条約上の不法取引により

輸出されたものとして通報され、我が国が輸出先国政府から貨物引取（シップバック）

を要請されるケースが近年増加傾向。（表３） 

表３．近年のシップバック通報事例 
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Ⅱ－２．廃棄物等の越境移動をめぐり近年生じている主な問題 

 

（１）使用済電気電子機器等の越境移動に伴い懸念される環境汚染 

 

・ 使用済電気電子機器等に由来する有害物質を含む雑多な物からなる金属スクラップ（い

わゆる「雑品スクラップ」）、シュレッダー破砕物、偽装リユース品等が、廃棄物処理法

又はバーゼル法の適用を殆ど受けずに、輸出先でどのような取扱いを受けるか不明な状

態で輸出。（図５） 

・ 水際対策が及びにくいのは、雑品スクラップは鉛などの有害物質を含むが、大抵は金属

スクラップやプラスチック片といった非有害なものと混合された状態で輸出されており、

バーゼル法に基づく有害性評価が困難であることが主な理由。 

・ また、不適正輸出対策は、その前段階での取締りも重要。しかし、国内の集積ヤードに

おいて使用済電気電子機器が重機で破砕されるなど、有害物質を拡散させるおそれのあ

る行為が確認されているにもかかわらず、自治体による取締りが及んでいない。これは、

雑品スクラップが有償取引されていることから、その廃棄物該当性の判断が容易でなく、

廃棄物処理法に基づく取締りが困難なこと、また、バーゼル法は輸出入のみを規制して

おり、その前段階には自治体等の規制が及ばないことに起因。 

図５．不適正輸出に関連する使用済家電等の取扱い事例 

・ こうして海外に流出した使用済電気電子機器等が、輸出先の海外で未熟な技術によって

リサイクルされることにより、人や環境に悪影響を及ぼすことも懸念。（図６） 

 

 

 

 

 

 

 

図６．海外での不適正処理事例 
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・ また、雑多な構成物を含む雑品スクラップに関しては、これを積載した船舶や保管中の

スクラップヤードにおいて、火災が発生する場合がある。 

・ 火災の発生原因は明確にならない場合が多いが、こうした火災は近年増加傾向で、平成

26 年には船舶火災が 10件が発生した。火災には海上保安庁等が対応にあたっているが、

港湾周辺等の生活環境や経済活動に影響を及ぼす事例も発生。（図７） 

 

図７．スクラップ火災の事例 

 

（２）国内で適正処理されるべき循環資源の海外流出 

 

・ 家電リサイクル法の指定４品目（特定家庭用機器である冷蔵庫、洗濯機、テレビ、エア

コン等）についての環境省推計では、平成 25年度に国内で適正処理されたのは排出量の

約５割。約１割が国内での不適正な取扱いを経て、雑品スクラップ、シュレッダー破砕

物、偽装リユース品等の状態で海外に流出しているとみられる。（図８） 

・ 使用済小型家電についても、４品目同様に雑品スクラップ等の状態で輸出されている事

例が確認されている。 

・ リユースに適さない使用済電気電子機器については、家電リサイクル法又は小型家電リ

サイクル法に基づく適正処理が確保されたリサイクルのルートの整備を通じて、我が国

における適正な資源循環を目指してきたもの。これらの海外流出は、我が国が目指す循

環型社会の形成に対する阻害要因。 

・ また、インフォーマルなリサイクルや輸出を行う事業者においては、その物の潜在的な

汚染性への対策が不十分であると考えられ、取引時の有害物質を適正処理するためのコ

ストが内部化されておらず、国内で法に基づく適正処理を行っている事業者との間で競

争上の不公平が生じているおそれ。 
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図８．家電リサイクル法指定４品目のフロー推計（平成 25年度） 

 

【その他の事例】 

・使用済鉛蓄電池の約４割（推計）が海外でリサイクル。このまま海外流出が進めば国内で

の鉛リサイクルの分野に支障を及ぼすおそれ。鉛、銅及び亜鉛の各製錬施設は、相互に製

錬残渣を循環させており、鉛製錬施設が維持できなくなると、他の循環資源の円滑な有効

利用にも悪影響が生じるおそれ。 

 

（３）国際法規に基づくシップバック等の措置の的確かつ迅速な実施に対する課題 

 

・ 近年、我が国から輸出された中古利用用途の使用済電気電子機器や雑品スクラップが、

バーゼル条約上の不法取引として輸出されたものとして輸出先国政府からの貨物引取要

請（シップバック）に係る通報を受ける事例が頻発。（図９） 

・ 不法取引が輸出者の責任によるものであれば、原則、輸出者がバーゼル条約に基づいて

迅速にシップバックを実施しなければならず、また、輸出者がシップバックを実施しな

い場合には、輸出国が責任をもって当該貨物を処理しなければならないところ。 

 

 

 

 

 

 

図９．シップバックされた貨物の事例 
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・ この際、相手国の法令に基づき独自に有害廃棄物とされた貨物についても引取を要請さ

れる場合があり、こうしたケースにおいても、迅速な対応が求められる。 

・ 現行のバーゼル法では、特定有害廃棄物等の輸出が適切に行われない場合には輸出者等

に対して貨物の回収を含めた措置命令を発することができると規定。 

・ しかしながら、通報された物がバーゼル法の規制対象物かどうかを確認しなければなら

ず、これに時間を要する場合がある。また、通報された物が相手国法令において定義さ

れた有害廃棄物の場合には、それが特定有害廃棄物等として個別に定められていない。

このため、シップバック通報を受けたものの、相手国との調整が難航する場合も。 

・ シップバックに関する調整に難航すると、我が国のバーゼル条約遵守が不十分として、

国際的な非難を受けるおそれ。 

 

（４）環境負荷低減及び資源有効利用に資する越境移動の円滑化に関する課題 

 

・ 我が国は、OECD 非加盟国を含めた海外において発生した電子部品スクラップ（廃基板等）

等の処理困難物を輸入。これらは、国内の銅や貴金属等の非鉄金属製錬事業者において

適正にリサイクルされ、金属回収が行われている。 

・ このような電子部品スクラップ等の輸入の一部はバーゼル法に基づき行われ、近年増加

傾向にあるが、国内の施設にはその処理能力に照らし、受入れ拡大の余力はあるところ。

こうした電子部品スクラップ等の非鉄金属製錬施設におけるリサイクル技術は我が国と

欧州において特に発達しているもの。 

・ しかし、欧州連合（EU）が電子部品スクラップ等を域内へ輸入して処理する場合におけ

るバーゼル条約に基づく手続を大幅に簡素化しているのに対し、我が国は特段こうした

措置を講じていない。このため、処理余力があるにもかかわらず、同等の能力を有する

欧州の処理施設に比べ、我が国のリサイクル施設が循環資源の利用を行いづらく、その

能力が十分に活用されていない状況。 

 

【その他の事例】 

・ 石炭灰、鉄鋼スラグなどの国内での需要に限界があるが、海外では安定した需要がある

循環資源について、輸出先での環境汚染が生じないことを確保しつつ、資源の有効利用

等の観点から輸出の円滑化が必要。しかし、これらの循環資源を輸出する際、売却価格

を輸送費が上回る場合、廃棄物処理法上の廃棄物に該当しないと判断することが困難。

手続を要するかどうかの検討に時間を費やす場合がある。また、国内で流通する石炭灰

由来の製品については、バーゼル法の規制対象外ではないかとの指摘も。 

・ 循環資源のリサイクルのための実証試験や分析のための試験目的の輸出であっても、本

格輸出と同様の手続が必要であり、技術開発等に支障。 
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Ⅲ 廃棄物等の越境移動に関する基本的考え方と論点整理に際し必要と考えられる視点 

 

Ⅲ－１．基本的考え方 

・ 廃棄物等の越境移動にあたっては、廃棄物等の循環資源が有する潜在的な資源性（以下

「潜在資源性」という。）を最大限に活用するともに、潜在的な汚染性(以下「潜在汚染

性」という。）が顕在化することを防止することが重要。 

・ また、国際的な資源循環を環境上適正に行うための前提として、国内の適正な資源循環

をしっかり確保することが必要。 

・ このためには、まず、潜在汚染性を有する循環資源については、国内外を問わず違法ル

ートやインフォーマルセクターにおいて取り扱われる場合には環境上適正な管理が確保

されないおそれがあることから、国内の資源循環を確保しつつ、越境移動について、環

境汚染が生じないよう適正化を図る必要。 

・ また、当然、バーゼル条約等の国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施が確保され

ることが必要。 

・ こうした条件を満たした上で、循環資源の潜在資源性を最大限に生かすためには、国内

外の処理技術等の要素を考慮して、それぞれ循環資源の性質に応じて環境負荷低減や資

源の有効利用に資するかたちで円滑に行えるよう、その阻害要因となっている課題に取

り組むことが必要。 

・ なお、越境移動の円滑化は、国内外で環境汚染を生じさせず、国内の資源循環に支障を

来さず、かつ、国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施を妨げない範囲であって、

環境負荷低減及び資源有効利用に資する場合について検討することが適当。 

 

Ⅲ－２．各論点の整理に際し必要と考えられる視点 

廃棄物等の越境移動をめぐり近年生じている問題（Ⅱ－２．において列挙）と上記の基本

的考え方を照らし合わせ、これまでの本検討会で議論された各論点の整理に際し必要と考え

られる視点は、次の（１）から（４）のとおり。 

 

（１）廃棄物等の越境移動における環境上適正な管理の確保（視点１） 

（２）国内おける円滑な資源循環の確保（視点２） 

（３）バーゼル条約等の国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施（視点３） 

（４）視点１から視点３を前提として、環境負荷低減及び資源有効利用に資する循環

資源の越境移動の円滑化（視点４） 
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Ⅳ．基本的枠組に関する論点についての現状と課題 

廃棄物処理法及びバーゼル法の両法により行われる輸出入規制の基本的枠組に関する論点

について、現状と課題を整理する。 

 

【現行国内法の基本的枠組と課題】 

・ 廃棄物等の越境移動に関する国内法の枠組みは、廃棄物処理法とバーゼル法の２法を中

核としている。そして、バーゼル法は、廃棄物処理法の廃棄物概念にとらわれることな

く、バーゼル条約において越境移動の規制の対象となる有害廃棄物の考え方を踏まえ、

有害性の観点から規制対象とすべきものを特定有害廃棄物等として幅広く規制対象とし、

輸出入に関する規制を行うこととしている。 

・ しかしながら、バーゼル法の規制対象である特定有害廃棄物等の輸出の前段階の国内で

の取扱いに関しては、バーゼル法では規制対象の範囲外となっており、有害物質を含む

ことからインフォーマルセクターで取り扱われた場合には環境汚染が懸念されるが廃棄

物には該当しないものに関しては、廃棄物処理法とバーゼル法のいずれにおいても規制

が行われていない。 

・ 他方、廃棄物に該当するものの輸出入については、バーゼル法に加えて廃棄物処理法に

基づく輸出入に関する規制の対象ともなっている。 

 

（１）廃棄物等の越境移動における環境上適正な管理の確保（視点１関係） 

・ 有害で有価な循環資源（電子部品スクラップ等）については、有害特性を有するため、

国内外を問わずインフォーマルセクターで取り扱われる場合には環境上適正な管理が確

保されないおそれ。これらの輸出については、バーゼル法の特定有害廃棄物等に該当す

るものとして規制できるが、輸出に至る前段階での不適正な取扱いについては、規制の

対象外。 

・ 一方、廃棄物処理法においては、これらは有償で取引されていることから、これが廃棄

物に該当すると判断することは容易でなく、結果として自治体の取締りが及びにくいた

め、その運搬や管理に対して十分な規制が行えていない状況。バーゼル法の枠内で規制

対象の明確化を図るなど水際対策の実効性を高める必要性が指摘されているが、そうし

た取組だけでは、廃棄物等の不法輸出対策には限界。 

 

（２）国内おける円滑な資源循環の確保（視点２関係） 

・ 廃棄物処理法上の廃棄物に該当する有害な循環資源の輸出については、廃棄物処理法に

基づき、国内処理の原則の下、一定の規制が行われている。 

・ しかしながら、廃棄物処理法上の廃棄物に該当しない循環資源（有害で有価な循環資源）

については、廃棄物処理法に基づく国内処理の原則の適用を受けない。特に、OECD 加盟

国向けの場合は、OECD 加盟国間ではリサイクル施設や環境保全のための規制が整備され
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ているとの認識に基づき、バーゼル法においては、相手国の同意など基本的条件を満た

せば輸出が認められるため、輸出に関する制約がない状態。 

・ この結果、廃棄物に該当しない循環資源については、海外への輸出が進行した場合、国

内の資源循環の確保に支障が生じかねないという別の課題が存在。この結果、国内で有

害な循環資源の適正処理技術を維持できなくなるおそれ。 

 

（３）バーゼル条約等の国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施（視点３関係） 

・ 基本的な枠組みではなく、個別具体的な執行面で課題が存在（後述）。 

 

（４）環境負荷低減及び資源有効利用に資する循環資源の越境移動の円滑化（視点４関係） 

・ 有害で有価な循環資源であって特定有害廃棄物等に該当する電子部品等については、国

外で適正処理が困難な物は国際貢献の一環としてその輸入を推進することが適当。しか

し、バーゼル法は、バーゼル条約等の的確かつ円滑な実施を確保するための規制を講じ

ることを目的としており、国内の処理施設が国外に比べて高度な技術を有しており、潜

在資源性の活用について有利であることなどについて、輸入を認める際に評価できる仕

組みとなっていない。 

・ また、廃棄物該当性は、その時々の市況に左右されるため、バーゼル法の輸入承認時に、

廃棄物処理法の規制対象になるか否かについても都度確認が必要であり、廃棄物に該当

しないことの確認に時間がかかる傾向。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 雑品スクラップ等の有害物質を含むが、廃棄物には該当せず、インフォーマルセクター

で取り扱われた場合に国内外において環境汚染をもたらしうる循環資源について、水際

のみならず上流まで遡って不適正な輸出対策を講じるため、国内での排出から収集、運

搬、保管、その後の輸出から相手国におけるリサイクルに至るまでの一連の取扱いを環

境上適正に管理できるようにする方策を検討することが必要。この際、バーゼル法と廃

棄物処理法の規制の適用範囲がうまく接合し、環境汚染をもたらしうる循環資源の不適

正な取扱いに対する国内及び水際での取締りが切れ目なく行えるような整理を検討する

ことが必要。 

・ 両法の関係整理には、①廃棄物処理法において、現在の廃棄物の定義を前提としつつ、

使用済家電等をみなし廃棄物にし、それを含んでいるものも廃棄物にする方向性と、②

バーゼル法において、水際対策のみならず国内での特定有害廃棄物等の取扱いに対して

も取締りを講じられるようにする方向性が考えられる。 

・ 資源価格は常に変動するため、取引の有価性を判断要素とする廃棄物該当性判断の考え

方が、潜在汚染性を有する物への安定的対応を困難にしている可能性がある。他方、EU

の法制度の下では、有価性に関わらず、有害性や環境汚染を生じる危険性に応じて廃棄
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物に対して適用される規制の強弱が区別されており、こうした取組を踏まえる必要があ

る。 

・ 廃棄物の定義等の廃棄物処理法の根幹に関わる論点については、本検討会の検討範囲に

収まらないものであり、然るべく中央環境審議会へ問題提起することが適当である。 
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Ⅴ 主な個別論点についての現状と課題 

 

次に、輸出・輸入のそれぞれに係る主な論点について、現状と課題を整理する。なお、Ⅳ

で述べた基本的枠組に係る論点については、それぞれ必要に応じて記載する。 

 

Ⅴ－１．輸出をめぐる主な論点 

（１）廃棄物等の輸出における環境上適正な管理の確保について（視点１関係）（※使用済電

気電子機器の適正なリユース目的輸出の確保を含む） 

 

（問題の概要） 

・ 使用済電気電子機器が雑品スクラップやシュレッダー破砕物として、輸出先で受ける

取扱いが不明なまま、我が国から海外に有償取引により輸出。輸出先で不適正な取り

扱いが行われた場合、人及び環境への悪影響を引き起こすおそれ。バーゼル条約に基

づくシップバック通報も発生。 

・ 雑多な構成物から成る雑品スクラップは、スクラップヤードや船舶内での火災を引き

起こす場合も。 

・ 使用済電気電子機器が中古品と偽装されて海外に流出した場合も、雑品スクラップ等

と同様の輸出先における環境汚染等が懸念。シップバック通報も多発。 

・ しかし、雑品スクラップや偽装リユース品などに対しては、バーゼル法・廃棄物処理

法に基づく取締りが、水際だけでなく、輸出に至るまでの段階でも十分に行えない状

況。 

 

① 規制対象範囲について 

（制度の概要と課題） 

ア バーゼル法 

・ 特定有害廃棄物等の範囲は、バーゼル法第２条第１項によって定義。具体的な対象は告

示（以下「規制対象物告示」という。）で規定。 

・ しかし、規制対象物告示では、雑品スクラップのように、規制対象になり得る物(例：電

子部品スクラップ)と規制対象外の物（例：鉄スクラップ、プラスチック片）との混合物

については、該当性の判断基準が不明確。このため、水際での取締りに支障。なお、OECD

決定では２種類以上の廃棄物が混合した廃棄物を「混合廃棄物」として定義し、有害廃

棄物を相当量以上含む混合廃棄物については総体として有害廃棄物への規制が適用され

るが、我が国ではこうした考え方はとられていない。 

・ また、バーゼル法の適用を受ける特定有害廃棄物等は、輸出される物に限られるため、

輸出に至る前段階で取り締まることはできず、スクラップヤード等での使用済家電の破

砕行為等については、現状では廃棄物処理法に基づかなければ取締りが困難（当該使用
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済家電を廃棄物とみなすことが前提）。 

 

イ 廃棄物処理法 

・ 廃棄物処理法は、無価物である廃棄物について、輸出段階のみならず、国内での取扱い

も幅広く規制。一方、有償取引される物に対しては、廃棄物の定義上、即物的な判断や

取締り実施が困難な場合がある。 

・ このため、環境省においては、平成 24年 3月、廃棄物処理法に基づいて、家電リサイク

ル法の対象となる特定家庭用機器（いわゆる「4家電」）等の廃棄物該当性を明確化する

ための通知（いわゆる「319 通知」）を発出。 

・ 同通知を踏まえ、地方環境事務所等では、水際において雑品スクラップから使用済 4家

電を取り除かせるなどの取締りを行ってきたが、破砕等されると 4家電と判別困難に。 

・ また、雑品スクラップは全体として有償取引されているため、例えば廃棄物処理法に基

づいて地方自治体が刑事告発しようとしても、廃棄物該当性の判断が困難として断念せ

ざるを得ない場合があるなど、地方自治体における取締りに限界がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 雑品スクラップ等の有害物質を含むが、廃棄物には該当せず、インフォーマルセクター

で取り扱われた場合に国内外において環境汚染をもたらしうる循環資源について、水際

のみならず上流まで遡って不適正な輸出対策を講じるため、国内での排出から収集、運

搬、保管、その後の輸出から相手国におけるリサイクルに至るまでの一連の取扱いを環

境上適正に管理できるようにする方策を検討することが必要。この際、バーゼル法と廃

棄物処理法の規制の適用範囲がうまく接合し、環境汚染をもたらしうる循環資源の不適

正な取扱いに対する国内及び水際での取締りが切れ目なく行えるような整理を検討する
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ことが必要（再掲）。 

・ 取締りの現場において、客観的かつ短時間で規制対象物に係る該非判断が行えるような

判断基準の整備について、検討することが必要。 

・ OECD 理事会決定上の「混合廃棄物」の考え方を取り入れ、特定有害廃棄物等を含む複数

の物体が混合した状態の物であって、現在は特定有害廃棄物等に該当するか否かの判断

が曖昧となっている物について、その輸出入を規制することについて検討することが必

要。 

 

② 輸出承認の審査基準 

（制度の概要と課題） 

・ 廃棄物処理法上の廃棄物は、外為法上の輸出承認に係る審査に先立って、環境大臣によ

る輸出確認が行われる。廃棄物処理法では、輸出先において国内と同等の処理が確実で

ある等の要件を満たさない限り輸出を認めないと規定。これを受けて、輸出確認に係る

審査基準が通知として示されている。 

・ 一方、バーゼル法では、OECD 非加盟国向け輸出については、環境大臣による環境汚染防

止の観点からの確認の規定が設けられている。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 環境対策が十分に行われた施設への輸出であれば認めうるが、こうした対策が不十分な

施設への輸出された場合は、不適正処理による環境汚染や人の健康への影響が引き起こ

されるおそれがある。EUの法制度の下では、EU域外の全ての仕向け先に対して、環境上

適正な管理の確保についての条件を設けていることを踏まえるべきであり、全ての仕向

地を対象として、輸出先において環境上適正な管理が確保されていることを確認できる

場合に限って輸出を認めるような方策を検討することが必要。 

・ バーゼル法における環境上適正な管理を担保するために、外為法の輸出承認手続に先立

ち環境省が行っている予備的な審査については、法的根拠のある手続を整備することを

検討すべきではないか。 

 

③ 罰則 

（制度の概要と課題） 

・ 廃棄物処理法においては、平成 17 年の法改正で廃棄物の不法輸出に係る未遂罪・予備罪

が創設。 

・ バーゼル法では、外為法に基づく承認を受けずに輸出を行った場合には、外為法におい

て罰せられる。また、バーゼル法では承認を受けた貨物の運搬、引渡し、処分等一連の

行為についても、その内容を規定する「移動書類※」に基づいて行われることとされて

おり、その記載事項を守らないなど不適正な取扱が行われた場合には同法に基づき罰せ
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られる。 

※移動書類：バーゼル条約に基づき越境移動の際に携帯が義務づけられている書類。バー

ゼル法においては、国が移動書類を発行することが規定されている。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

（廃棄物処理法とバーゼル法の関係について） 

・ 不法輸出の未然防止の観点から、輸出の未遂行為等の準備行為に対する取締り強化につ

いて検討すべきではないか。 

・ 雑品スクラップ等の有害物質を含むが、廃棄物には該当せず、インフォーマルセクター

で取り扱われた場合に国内外において環境汚染をもたらしうる循環資源について、水際

のみならず上流まで遡って不適正な輸出対策を講じるため、国内での排出から収集、運

搬、保管、その後の輸出から相手国におけるリサイクルに至るまでの一連の取扱いを環

境上適正に管理できるようにする方策を検討することが必要。この際、バーゼル法と廃

棄物処理法の規制の適用範囲がうまく接合し、環境汚染をもたらしうる循環資源の不適

正な取扱いに対する国内及び水際での取締りが切れ目なく行えるような整理を検討する

ことが必要（再掲）。 

 

④ 使用済電気電子機器の適正なリユース目的輸出の確保 

（制度の概要と課題）（※詳細は資料１－２参照） 

・ 使用済電気電子機器のリユース目的での輸出については、不適正な使用済電気電子機器

の輸出の防止のため、適正な輸出とリユースに適さない機器のリサイクル目的での輸出

を区別することが重要なことから、環境省及び経済産業省は、平成 26 年 4月、輸出者向

けの自己証明のためのガイドラインとして「使用済み電気・電子機器の輸出時における

中古品判断基準」（以下「中古品判断基準」という。）の運用を開始。 

・ 中古品判断基準では、判断のための 5項目として、①年式・外観（破損や傷・汚れ、年

式等）、②正常作動性（個々が正常に作動すること）、③梱包・積載状態、④中古取引の

事実関係（契約書等取引の事実関係）、⑤中古市場（輸入国における確実なリユース）を

列挙するとともに、一義的には輸出者が判断する責を負う旨を明確化。 

・ 現行の中古品判断基準の運用については、輸出事業者等に一定程度浸透が進んでいるも

のと考えられる一方、運用の対象となり得る多種多様の機器やリユース業の様態に応じ

た輸出現場での運用指針が十分に整備されていない、修理を伴う使用済電気電子機器の

輸出に係る統一的な運用が未整理である等の要因により、運用指針の更なる明確化につ

いて、関係者から求められているところ。 

・ また、平成 27年 5月のバーゼル条約第 12 回締約国会議（COP12）において、リユース品

と電気電子機器廃棄物（E-waste）の区別に係る国際ガイドラインが採択。同ガイドライ

ンには、輸出者が適正な輸出である旨の宣誓書を携帯することや、故障機器の修理目的
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での輸出に係る要件などの中古品判断基準にはない規定があり、こうした国際的動向を

踏まえて国内の対応を検討する必要。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 輸出時にリユース目的に適した使用済電気電子機器であるか否かを行政側で判断するこ

とは、リユース品に係る輸出先での市場ニーズの変化等が存在することから容易でない。

海外の関係機関と連携しつつ、輸出者等にリユース品として適正なものであることの証

明を求める方策について検討することが必要。 
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（２）国内における円滑な資源循環の確保について（視点２関係） 

 

（問題の概要） 

・ 使用済電気電子機器の海外への流出は、家電リサイクル法及び小型家電リサイクル法

に基づく国内での適正なリサイクルを実施する上で悪影響。 

・ また、使用済鉛蓄電池の約４割（推計）がバーゼル法の手続を経て海外でリサイクル。

一方、国内のリサイクル施設は原料調達難に直面。 

・ 鉛、銅及び亜鉛の各非鉄製錬施設は、相互に製錬残渣を循環利用しており、鉛製錬施

設が維持できなくなると、全ての非鉄金属製錬に影響が生じ、これらの製錬施設で処

理されていた廃棄物等が国内で処理できなくなるおそれがある。 

・ 仮に、国内で使用済鉛蓄電池の処理施設が維持できなくなった場合、海外に処理を依

存することになり、相場悪化などで輸出できなくなった場合は、国内に処理の担い手

がなくなってしまうおそれ。相場の影響を受けない継続的・安定的な回収・リサイク

ルシステムの構築が課題。 

・ なお、金属スクラップ等のリサイクル原料については、使用者（製造事業者）がリサ

イクル原料を使いたくても、質、価格等の面で使えない実態があり、国内の円滑な資

源循環にはリサイクル事業者と製造事業者の連携が課題。 

（※使用済鉛蓄電池の環境上適正な管理をめぐるこれまでの課題、諸外国における関係制度

の状況等は資料１－１参照） 

 

（制度の概要と課題） 

・ 廃棄物処理法においては、国内処理原則が明記され、これを踏まえた審査基準（通知）

により、我が国の廃棄物処理基準と同等以上の処理が確実であること、輸出先で廃棄物

の再生利用が確実であること等の要件を満たさない限り、廃棄物の輸出は認められない。 

・ バーゼル法においては、同法に基づく基本的事項を定める告示において、輸出入の最小

化を掲げている。 

・ OECD 加盟国向け輸出の場合には、海外において環境上適正な処理が確保される場合には、

循環資源はまず国内で処理するとの考え方はとられていない。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 雑品スクラップや鉛蓄電池のように、有害物質を含むが、廃棄物には該当せず、インフ

ォーマルセクターで取り扱われた場合に国内外において環境汚染をもたらしうる循環資

源について、水際のみならず上流まで遡って不適正な輸出対策を講じるため、国内での

排出から収集、運搬、保管、その後の輸出から相手国におけるリサイクルに至るまでの

一連の取扱いを環境上適正に管理できるようにする方策を検討することが必要。この際、

バーゼル法と廃棄物処理法の規制の適用範囲がうまく接合し、環境汚染をもたらしうる
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循環資源の不適正な取扱いに対する国内及び水際での取締りが切れ目なく行えるような

整理を検討することが必要。 
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（３）バーゼル条約等の国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施について（視点３関係） 

 

（問題の概要） 

・ 近年、我が国から輸出された、中古利用用途の使用済電気電子機器や雑品スクラップ

が、バーゼル条約上の不法取引で輸出されたものとして輸出先国政府から貨物引取要

請（シップバック）に係る通報を受ける事例が頻発。 

・ 現在、主に発生しているのは香港からの使用済電気電子機器のシップバックであり、

我が国からリユース目的として輸出された液晶パネル等が現地において有害廃棄物

と判断されシップバックされたもの。 

・ また、東南アジア向けに我が国から輸出された雑品スクラップが輸出先で有害廃棄物

と判断され通報を受けた事例がある。 

・ 不法取引が輸出者の責任によるものであれば、バーゼル条約に基づき、原則、輸出者

が迅速にシップバックを実施しなければならない。この際、相手国の法令に基づき独

自に有害廃棄物とされた貨物についても引取を要請される場合があり、こうしたケー

スにおいても、迅速な対応が求められる。 

・ 現行のバーゼル法では、特定有害廃棄物等の輸出が適切に行われない場合には輸出者

等に対して貨物の回収を含めた措置命令を発することができると規定。 

・ しかしながら、通報された物がバーゼル法の規制対象物かどうかを確認しなければな

らず、これに時間を要する場合がある。また、通報された物が相手国法令において定

義された有害廃棄物の場合には、それが特定有害廃棄物等として個別に定められてい

ない。このため、シップバック通報を受けたものの、相手国との調整が難航する場合

も。 

・ シップバックに難航すると、我が国のバーゼル条約遵守が不十分として、国際的な非

難を受けるおそれ。 

 

（制度の概要と課題） 

① 各国がバーゼル条約に基づき各国法令で規制する物について 

・ バーゼル条約では、条約の規定に従った方法で手続を行えば、締約国が各国の法令に基

づき、その国に向けた輸入について規制対象物を追加し、輸入禁止を含めた規制を独自

に適用できるとしている（例：アジア諸国では、条件付きで、中古利用目的の使用済電

気電子機器の輸入を規制している場合がある。）。また、同じ物品であっても、各国によ

って有害性判断の方法が異なる場合がある。 

・ 各国が独自に定める規制対象物への対応は、バーゼル法では、法の関連規定に基づく環

境省令を制定することにより、当該国向けの当該物の輸出に限り特定有害廃棄物等に加

えられるよう条約を担保。しかし、各国が独自に定めた規制対象物の内容が条約の規定

に従った方法で手続を経ていない場合もあり、我が国法令で過不足なく規定することが
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技術上困難なため、当該省令は未制定。さらに、他国との間で有害性判断の解釈が分か

れた場合の考え方についても整理されていない。 

・ このため、我が国において特定有害廃棄物等として扱われていない貨物について、外国

政府からシップバック通報を受ける事例が生じているにもかかわらず、このような場合

に我が国行政が命令等の法令上の措置を通じて輸出者等に貨物引取を実施させることは

困難。 

・ なお、こうした輸出相手国に応じた規制対象物については、条約に基づき、当該国向け

には当該物の輸出を承認しない等の対応をする必要があるが、現在のバーゼル法ではこ

うした国別の輸出承認要件等が規定されていない。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ バーゼル条約に基づいて各締約国が独自に定める有害廃棄物について、我が国から当該

有害廃棄物を輸出した場合にバーゼル条約に基づくシップバック要請を受ける可能性が

あることに鑑み、我が国から当該締約国への当該有害廃棄物の輸出を適切に規制するた

めの制度を検討することが必要。 

 

② バーゼル法上の措置命令の要件 

・ バーゼル条約では、輸出先で予定された有害廃棄物等の処分ができなくなった場合、輸

出者が 90日以内に引き取ることが原則。また、不法取引が生じ、その責任が輸出者に帰

せられる場合、輸出者が 30 日以内に引き取ることが原則。（ただし、相手国政府等との

調整が必要な案件は、関係国の同意を得れば 30日を超えることも可能となっている。） 

・ この点について、バーゼル法では、輸出された特定有害廃棄物等（廃棄物処理法上の廃

棄物を除く。）について、経済産業大臣及び環境大臣が輸出者等に対し当該貨物を引き取

るよう措置命令を発することができる。 

・ なお、輸出された特定有害廃棄物等について輸入国がバーゼル条約に基づくシップバッ

クを要請してきた場合には、我が国の法令に基づき、事実関係の確認、措置命令、行政

代執行等が必要となるところ、例えば措置命令や行政代執行に際して行政手続法に基づ

く弁明の機会を付与しなければならないことなどにより、迅速な対応に課題があるとの

指摘もある。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ バーゼル法に基づいて措置命令を発する際には「人の健康又は生活環境に係る被害を防

止するため特に必要があると認めるとき」という要件を満たす必要があるところ、当該

要件によってバーゼル条約が求める期間内に適切なシップバックを実施することができ

なくなる可能性の有無について検討することが必要。 

・ 措置命令等を発する場合に行政手続法に基づき事前に弁明の機会を付与しなければなら
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ないとされていることについて、これを付与することでバーゼル条約が求める期間内に

適切なシップバックを実施することができなくなるおそれがあることに鑑み、同法が規

定する例外条件「公益上、緊急に不利益処分をする必要があるため…手続を執ることが

できないとき」が適用できるかどうかについて検討することが必要。 
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（４）環境負荷低減及び資源有効利用に資する輸出の円滑化について（視点４関係） 

 

（問題の概要） 

・ 我が国から輸出されている石炭灰及び鉄鋼スラグについては、国内の需要に限界があ

る一方、アジア各国等では需要があり、循環資源として再生利用されているところ。 

・ 一部の石炭灰や鉄鋼スラグについては、廃棄物該当性の判断要素に照らし、取引価格

以外の観点からは有価性があると判断し得るが、輸出時に売却価格を輸送費が上回る

場合が想定されることをもって、廃棄物処理法上の廃棄物に該当しないとする証明が

困難に。廃棄物処理法の規制対象となる場合は、廃棄物処理法に基づく手続も別途必

要。また、国内で流通する石炭灰由来の製品については、バーゼル法の規制対象外で

はないかとの指摘も。 

・ また、廃棄物処理法に基づき輸出される石炭灰については、複数の行政機関や関係法

令の確認を受ける等して、輸出手続に長時間を要しているとの指摘も。 

 

（制度の概要と課題） 

・ 廃棄物該当性は、物の性状や取引価値の有無などの各種判断要素に基づき総合的に判断

される。一部物品についての判断の考え方は通知等を通じて明確化が図られてきたもの

の、輸出される循環資源に対しては、これまで特段の取組は未実施。 

・ 廃棄物に該当する石炭灰の輸出申請については、廃棄物処理法に基づく廃棄物の輸出審

査は、同法施行規則（省令）及び通知の規定に基づき行われる。審査事務は、案件の継

続性に応じて環境省地方環境事務所への委任が行われている（変更がある場合は、環境

本省審査となる場合がある）が、変更内容によっては軽微なものでも環境本省の審査事

務となる場合があり、手続に長時間を要する一要因に。 

・ OECD 非加盟国向けに輸出される廃棄物である石炭灰の場合、廃棄物処理法に加え、バー

ゼル法の適用も受ける。しかし、いずれの法律に基づく審査でも、輸出先の処理施設の

技術的水準等の確認を行うこととされており、重複が生じている。また、バーゼル法関

連告示で定める基準が、石炭灰の輸出実態と乖離しているとの指摘もある。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 国内では通常有価物として取り扱われている循環資源については、輸出時に輸送費が販

売価格を上回ったとしても、海外の輸入者から見れば有価物を購入していることになる。

こうした輸出が行われる循環資源については、廃棄物処理法に基づく総合判断の中で、

物品に応じて通知等で解釈を整理することが適当ではないか。この際、ソフトローとし

て関係業界において遵守され、適切に機能している工業規格（JIS）や業界の自主ガイド

ラインとの関係に適宜留意することも必要。 
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Ⅴ－２．輸入をめぐる主な論点（※主として視点１、視点３及び視点４関係） 

 

（１）廃棄物等の輸入における環境上適正な管理の確保（視点１関係）及びバーゼル条約等

の国際法規に基づく措置の的確かつ迅速な実施（視点３関係）について 

 

（問題の概要） 

・ 廃棄物処理法又はバーゼル法の所定の手続を経ずに廃棄物等が輸入された場合であ

って、取引貨物の内容の確認が不十分であるなど不法取引の原因について輸入者に一

定の責任が認められるときは、行政指導等により再発防止を図っているところ。 

・ 一方、海外の輸出者の責任で我が国に特定有害廃棄物等が違法に輸入された場合であ

っても、バーゼル条約の規定に基づき貨物を返送するため再輸出（シップバック）す

ることが容易でなく、我が国の輸入者が経済的不利益を被る事例が発生。 

 

（制度の概要と課題） 

・ バーゼル条約では、不法取引の責任が輸出者側にある場合、輸出者がその責任において

当該不法取引に係る有害廃棄物等を引き取り、又は適正処理を確保すべき旨を規定。こ

のため、海外の輸出者の責任で特定有害廃棄物等が我が国に不法輸入された場合、海外

輸出者の責任でこれらの措置が講じられることが条約上は適当。 

・ しかし、現行法では、こうした場合であっても、我が国の輸入者が特定有害廃棄物等の

再輸出を行うために、バーゼル法に基づく外為法の輸出承認を得る必要があると外為法

の枠組みで規定。この承認に係る審査はバーゼル法に基づき行われるが、輸出元が OECD

非加盟のアジア諸国の場合が多く、輸出要件（Ⅰ－２参照）を満たさない事例も。 

・ このため、バーゼル条約上は不法取引の責任を負わない我が国の輸入者が貨物の国内処

理を負担するなど、不利益を被る場合が複数件発生。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ バーゼル条約に基づいて、海外の輸出者の責任で我が国へ不法に輸入された特定有害廃

棄物等を我が国からシップバック（再輸出）しようとする場合について、その輸出を円

滑に行うことができるようにすることを検討することが必要。 
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（２）環境負荷低減及び資源有効利用に資する輸入の円滑化について（視点４関係） 

 

（問題の概要） 

・ 我が国は、欧州と並び電子部品スクラップ等を環境上適正に管理・処理し、貴金属等

を回収することができるリサイクル施設を保有。近年、アジア諸国等で適正処理が困

難な電子部品スクラップ等を我が国で輸入して（OECD 非加盟国からの輸入はバーゼ

ル法に基づき輸入）、これらの施設で金属回収が行われる数量が増加。 

・ しかし、EU 諸国への輸入に係る手続は我が国への輸入に係る手続よりも簡便で、一

般的に、審査に要する時間が短いため、リサイクル事業者においてアジア諸国からの

輸出について欧州に買い負ける場合があるとの声。 

・ 国内のリサイクル施設の処理能力に照らし、更なる受入れ拡大の余力はあるところだ

が、我が国施設の能力を十分に活用するまでには至っていない。 

 

（制度の概要と課題） 

・ 我が国に OECD 非加盟国から電子部品スクラップを輸入する場合には、バーゼル法に基づ

く規制対象となる。他方、OECD 加盟国からの輸入は OECD 決定に基づき法の規制の対象外

とされている。 

・ EU においては、OECD 非加盟国からの輸入についても、OECD 加盟国からの輸入と同様に、

簡素化の対象となっており、特段の審査手続を要さない。このため、我が国のリサイク

ル施設の取引相手であるアジア諸国などから EU諸国への輸入は、我が国で各種手続を要

するのに比べ、はるかに簡便である。 

・ また、EU は、輸出国からの事前通告（審査）手続が必要な場合であっても、OECD 決定に

おける「事前の同意が与えられた回収施設」に関する規定を活用し、こうした施設での

リサイクルを目的とした輸入については、包括的な承認期間を延長すること等を可能と

する制度を導入。我が国では、バーゼル法に基づく告示等においてこうした制度は導入

されていない。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 国外で適正処理困難な電子部品スクラップ等を輸入し、我が国で適正処理することは環

境負荷等の低減につながるものであり、国際貢献となるものであって、基本的に推進す

べき。 

・ OECD 決定に基づき事前通告等の規制の適用除外となっている品目のうち、電子部品スク

ラップなど環境上適正にリサイクルを行うことが可能な施設が我が国に存在するものに

ついて、EUと同様に、OECD 非加盟国からの輸入であっても輸入手続を緩和することにつ

いて、検討することが必要。 

・ EU が「事前の同意が与えられている回収施設」の制度を活用し、事前通告等の規制の適
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用を受ける品目のリサイクル目的での輸入手続きを簡素化していることに鑑み、我が国

においても、これに対応する制度を新設することについて、検討することが必要。 
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Ⅴ－３．その他の論点 

 

（１）事前相談について 

 

（問題の概要） 

・ 廃棄物等を輸出し、又は輸入しようとする事業者にとって、特に、当該廃棄物等が廃

棄物又は特定有害廃棄物等に該当しないことを税関等に対して証明するのが困難な

場合が存在。 

・ 経済産業省及び環境省において、輸出しようとする物が法の規制対象になるかどうか

等の相談を受け付ける行政サービスとして、輸出入に先立つ事前相談制度を設けてい

るが、当該制度が税関に対して非該当を証明するための手段として利用されるケース

もある。 

・ 事前相談内容と税関検査や相手国当局での検査の結果が異なる事例も発生。 

 

（制度の概要と課題） 

・ 事前相談は法令に基づくものではなく、行政サービスの一環。 

・ しかしながら、事業者にとっては、税関に対する事実上の「非該当」の証明のための経

済産業省及び環境省のお墨付きを得るために用いられている側面がある。 

・ 事前相談は許認可ではない「行政サービス」の一環であるため、情報の信ぴょう性やそ

の取扱に限界があり、税関における他法令確認に適合するために、制度本来の目的に沿

わない形で、悪意ある事業者が制度を悪用している可能性も懸念される。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 現行の事前相談の在り方を見直し、輸出入に係る貨物が特定有害廃棄物等又は廃棄物に

該当しないことの証明については、輸出入を行う者自身が税関への説明責任を負うこと

を明確なものとした運用に改めるべきであり、税関等の水際対策を実施する関係機関と

協議の上、チェックリストの導入等、現行の運用の改善を検討することが必要。 
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（２）試験研究目的の循環資源の輸出入について 

 

（問題の概要） 

・ 近年、廃棄物又は特定有害廃棄物等に該当する様々な循環資源について、輸出入を通

じて、リサイクル等の実証実験や対象物の成分分析を行うための試験研究目的の廃棄

物等の越境移動が企図される事例が存在。 

・ こうした試験研究によって処理基準への適合性などの技術開発が進み、循環資源の有

効活用が進む可能性もある中、廃棄物処理法及びバーゼル法に試験目的の輸出入に係

る特例がないことから、通常の輸出入と同等の審査基準が適用され実施が困難となっ

た事例もあり、事業者から規制緩和を求める要望がある。 

 

（制度の概要と課題） 

・ 廃棄物処理法及びバーゼル法において、試験研究目的での特例的な輸出入は認める規定

は存在しない。 

・ 一方、OECD 決定においては、リサイクル目的の試験分析を目的とした 25kg 以下の少量の

有害廃棄物の輸出入を適用除外としている。また、EU では、リサイクルを目的とした 20kg

以下の少量の有害廃棄物の輸出入や試験研究を目的とした 25kg以下の特定有害廃棄物等

の輸出入については、バーゼル条約上の手続を経ずに行えることとしている。 

 

【検討の方向性に関する委員からの主な御意見】 

・ 試験研究を目的として少量の特定有害廃棄物等又は廃棄物を輸出し、又は輸入しようと

する者については、通常の輸出又は輸入に要する手続を経ずに輸出し、又は輸入するこ

とができるような制度を創設することについて検討することが必要。 

 


